
平成 14年 2月期    中間決算短信 (非連結) 平成 13年 10月 19日

上   場   会   社   名   株式会社タカキュ－ 上場取引所　東 大

コード番号       8166 本社所在都道府県　

問合せ先  責任者役職名 常務取締役　管理副本部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　大場　通孝 TEL (03) 5248 - 4100
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 10月 19日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成   年   月   日

親会社名　　   　     （コード番号：　      ） 親会社における当社の株式保有比率：　        　％

１. 13年 8月中間期の業績（平成 13年 3月 1日 ～ 平成 13年 8月 31日）
(1)経営成績 (百万円未満切捨）

　　　　売    上    高 　   　 営　業　利　益 　　 　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 8月中間期 10,777 △ 6.6 △ 240 - △ 387 -
12年 8月中間期 11,540 △ 15.2 △ 744 - △ 855 -
13年 2月期 22,982 △ 989 △ 1,256

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

         ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

13年 8月中間期 △ 1,825 - △ 74.59 -
12年 8月中間期 △ 1,633 - △ 66.74 -
13年 2月期 △ 2,835 △ 115.87 -
(注)①持分法投資損益    13年 8月中間期       -        百万円   12年 8月中間期       -        百万円   13年 2月期       -        百万円

     ②中間期末のデリバティブ取引の評価損益 - 百万円

     ③期中平均株式数    13年 8月中間期 24,470,822 株   12年 8月中間期 24,470,822 株   13年 2月期 24,470,822 株

     ④会計処理の方法の変更　　 有

     ⑤売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）13年 8月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当 0 円 00 銭 

13年 8月中間期 0.00 －    特別配当 0 円 00 銭 

12年 8月中間期 0.00 －
13年 2月期 － 0.00
(3)財政状態

       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 8月中間期 22,655 5,094 22.5 208.21
12年 8月中間期 28,123 8,076 28.7 330.04
13年 2月期 25,990 6,874 26.4 280.91
(注)期末発行済株式数    13年 8月中間期 24,470,822 株   12年 8月中間期 24,470,822 株   13年 2月期 24,470,822 株

(4)キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　 　投資活動による 　　　 財務活動による 　    現金及び現金同等物

　　 キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　   期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

13年 8月中間期 △ 856 589 △ 740 3,209
12年 8月中間期 - - - -
13年 2月期 △ 1,863 4,466 △ 1,709 4,218

２. 14年 2月期の業績予想（ 平成 13年 3月 1日  ～  平成 14年 2月 28日 ）
　 　　　　売    上    高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益 　 １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 21,100 △ 300 △ 3,000 0.00 0.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  △ 122 円 59 銭 
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（添 付 資 料）

１．経営方針
（１）経営の基本方針
当社は、創業以来「顧客最優先」を経営理念とし、お客様のニ－ズへの対応を迅速に行い、より良い商品
をリ－ズナブルな価格でご提供できるよう、人材の育成強化に努め、お客様に支持され信頼される企業を目
指しております。
（２）利益配分に関する基本方針
当社は、経営基盤の強化や事業展開への備えなどに配慮しつつ、株主の皆様へは業績に応じた配当を行う
ことを基本的な配当政策と考えております。
しかしながら、当社は第４５期以来、配当をすることができず、株主の皆様には誠に申し訳なくお詫び申
し上げる次第でございます。
現在企業体質の強化、競争力の強化に努め、業績の回復を図り、早期復配を果たすべく全社一丸となって
再建に取り組んでおります。
（３）中長期的な経営戦略
紳士服専門店業界の環境は､引き続き、厳しい状況が続くことが予想されます。
このような中､当社は早期の業績回復を目指し､事業構造の変革と強い経営体質への変換を進めております。
このため、従来の店舗品揃えの大幅な見直しを行い、店舗特性や地域特性に合った売場・品揃えへの変更
を行い既存業態の活性化に取り組んでおります。
また、商品の企画開発力を強化してオリジナル商品の開発を推進すると共に調達力を更に強化し、お客様に
ご満足いただけるよう努めると共に、収益構造の変革への仕組み作りに取り組み、店舗競争力の一層の向上
を図ってまいります。
一方、不採算店舗は順次閉鎖し、新しい立地開発による新規出店店舗との入れ替えを積極的に推進し、店
舗収益力の改善に努めると共に、経営体質の強化とあわせ活力ある人材の育成に取り組んでまいります。

２．経営成績
（１）当中間期の概況
当中間期におけるわが国経済は、ＩＴブ－ムを背景とした一時的な回復基調も、米国経済の減速につれ設
備投資や生産の縮小傾向があらわれ、加えて株価の低迷などにより景気停滞が鮮明となりました。
また、先行きの見えない雇用情勢の悪化や厳しい所得環境等、将来の不安からも個人消費は総じて低迷し、
厳しい状況で推移いたしました。
当紳士服専門店業界におきましても引き続き商品の低価格化が進行し、外資企業の参入を含め業界を越え
た競争は一段と激しさを増しております。
このような状況の中、当社は収益構造の抜本的な回復を目指し、経営計画に基づく諸施策の実行を行って
まいりました。
具体的には､商品面ではプライベ－トブランド「ＴΛΚΛ：Ｑ．Ｃｏｍ」と「Ｍｏｖｉｎ」の開発を推進し､
商品の企画・調達力の強化に努め、自社オリジナル商品の比重を高めて他社との差別化を図ってまいりまし
た。併せて販売面では店舗立地に即した店づくりを行い地域のお客様にお求め易い品揃えを行ってまいりま
した。
店舗面ではマ－ケットの変化等への対応として､採算の改善が見込めない店舗の大幅な退店(期中 店舗)25
により保証金・敷金の回収を図り、その原資を借入金の削減や成長性のある店舗への投資に充当してまいり
ました。この結果、８月末時点での店舗数は１７２(出店１店舗、退店２５店舗)となりました。
一方、管理面ではロ－コスト経営の推進をはかるため８月の希望退職の実施と併せ人員構造改革のための
新しい雇用形態の拡充に努めるとともに物流センタ－の移転統合等による本部コストの削減に取り組んでま
いりました。また、新会計基準への取組みとして退職給付会計基準変更時差異の当期一括費用処理や資産の
見直し等を行いました。
以上の結果、引き続き損失計上となりましたが、既存店売上高は１０４１％と前年同期を上回り収益構造.
は着実に改善しております。
当中間期の業績は、売上高１０７億７千７百万円(前年同期比６６ 減)､営業損失２億４千万円(前年同期. %
比５億４百万円の改善)､経常損失は３億８千７百万円(前年同期比４億６千８百万円の改善)となり､中間純損
失は１８億２千５百万円(前年同期比１億９千２百万円の増加)となりました。

（２）通期の見通し
小売業界におきましては今後も個人消費の急速な回復は期待できず、引き続き厳しい経営環境が継続する
ものと予想されます。
当社といたしましては 「新生タカキュ－」をスロ－ガンに 「品揃え・売場・接客」等お客様最優先の経、 、
営理念の原点にたちかえって、｢ＴΛΚΛ：Ｑ．Ｃｏｍ 、｢Ｍｏｖｉｎ｣ブランドの拡充により他社との差別」
化を図るとともに営業収支改善を図ってまいります。下半期につきましては、引き続き既存店の活性化に注
力するなど全社一丸となって業績の回復に取り組んでまいる所存でございます。
以上から通期の業績は売上高２１１億円、経常損失３億円、当期純損失３０億円を予想しておりますが、
期初計画に対しては、売上高は２９億円の増加、経常損失は４億円の減少、当期純損失は４億円の減少とそ
れぞれ計画値を上回る水準であります。
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３．中 間 財 務 諸 表 等

(単位百万円)（１）比 較 中 間 貸 借 対 照 表 :

期 別 前 中 間 会 計 期 間 末 当 中 間 会 計 期 間 末 前 事 業 年 度 末
(平成 年 月 日現在) (平成 年 月 日現在) (平成 年 月 日現在)12 8 31 13 8 31 13 2 28

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

( 資 産 の 部 ) ％ ％ ％

Ⅰ 流 動 資 産

現 金 及 び 預 金 ４，９４４ ４，３３６ ５，１５９

受 取 手 形 １０ ６ ９

売 掛 金 ６６１ ６１８ ７０１

棚 卸 資 産 ２，０９９ １，７２５ ２，３０８

そ の 他 ９６３ ９４６ ８７５

貸 倒 引 当 金 △ ２ △ ０ △ １

流 動 資 産 合 計 ８，６７７ ３０９ ７，６３１ ３３７ ９，０５３ ３４８. . .

Ⅱ 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ３，０８０ １，２５５ ２，９０４

そ の 他 １，４３０ ９２５ １，３２５

(有形固定資産合計) ( ４，５１０) ( ２，１８１) ( ４ ２３０)，

無 形 固 定 資 産 ( ７０) ( ４７) ( ４６)

投資 その他の資産

投 資 有 価 証 券 ２６３ ２３３ １５４

差 入 保 証 金 ６，９５２ ５，４８８ ６，１１３

敷 金 ５，７４４ ５，０２２ ５，３２５

賃 貸 不 動 産 － １，３２６ －

そ の 他 ２，３９５ １，３６４ １，６１７

貸 倒 引 当 金 △ ４９１ △ ６４１ △ ５５１

(投資その他の資産合計) (１４ ８６４) (１２ ７９５) (１２ ６６０)， ， ，

固 定 資 産 合 計 １９，４４５ ６９１ １５，０２４ ６６３ １６，９３７ ６５２. . .

資 産 合 計 ２８，１２３ １０００ ２２，６５５ １０００ ２５，９９０ １０００. . .
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(単位百万円):

期 別 前 中 間 会 計 期 間 末 当 中 間 会 計 期 間 末 前 事 業 年 度 末
(平成 年 月 日現在) (平成 年 月 日現在) (平成 年 月 日現在)12 8 31 13 8 31 13 2 28

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

( 負 債 の 部 ) ％ ％ ％
Ⅰ 流 動 負 債
支 払 手 形 ２，６８２ １，７０７ ３，０２０

買 掛 金 ９５２ ８４１ ９８４

短 期 借 入 金 １４，１４５ １２，６６７ １３，３０９

未 払 法 人 税 等 ５１ ４９ １０１

設 備 関 係未払金 ８７ １２ ５０

賞 与 引 当 金 － ５２ －

そ の 他 ８６８ ８９３ ５９４

流 動 負 債 合 計 １８，７８７ ６６８ １６，２２３ ７１６ １８，０６１ ６９５. . .

Ⅱ 固 定 負 債
退 職 給付引当金 － ３６７ －

そ の 他 １，２５９ ９７０ １，０５５

固 定 負 債 合 計 １，２５９ ４５ １，３３７ ５９ １，０５５ ４１. . .

負 債 合 計 ２０，０４６ ７１３ １７，５６１ ７７５ １９，１１６ ７３６. . .

( 資 本 の 部 )
Ⅰ 資 本 金 １０，２８４ ３６６ １０，２８４ ４５４ １０，２８４ ３９５. . .
Ⅱ 欠 損 金
中間(当期)未処理損失 ２，２０８ ５，２３５ ３，４１０

欠 損 金 合 計 ２，２０８ △ ７９ ５，２３５ △２３１ ３，４１０ △１３１. . .

－ － －Ⅲ その他有価証券評価差額金 － ４６ ０２.

資 本 合 計 ８，０７６ ２８７ ５，０９４ ２２５ ６，８７４ ２６４. . .

負 債 資 本 合 計 ２８，１２３ １０００ ２２，６５５ １０００ ２５，９９０ １０００. . .

(注) 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末
１．減価償却累計額 ６２８５百万円 ５４７４百万円 ６０７３百万円, , ,
２．自 己 株 式 ０百万円( 株) ０百万円( 株) ０百万円( 株)562 111 808
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（２）比 較 中 間 損 益 計 算 書
(単位百万円):

期 別 前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度
自 平成 年 月１ 日 自 平成 年 月１ 日 自 平成 年 月１ 日12 3 13 3 12 3
至 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日12 8 31 13 8 31 13 2 28

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％ ％
Ⅰ 売 上 高 １１，５４０ １０００ １０，７７７ １０００ ２２，９８２ １０００※１ . . .

Ⅱ 売 上 原 価 ６，１５７ ５３４ ５，５３４ ５１４ １２，３７３ ５３８. . .

売 上 総 利 益 ５，３８２ ４６６ ５，２４２ ４８６ １０，６０８ ４６２. . .

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ６，１２７ ５３１ ５，４８３ ５０９ １１，５９８ ５０５. . .

営 業 損 失 ７４４ △ ６５ ２４０ △ ２２ ９８９ △ ４３. . .

Ⅳ 営 業 外 収 益 ５６ ０５ ３４５ ３２ １２０ ０５※２ . . .

Ⅴ 営 業 外 費 用 １６７ １４ ４９１ ４６ ３８６ １７※３ . . .

経 常 損 失 ８５５ △ ７４ ３８７ △ ３６ １，２５６ △ ５５. . .

Ⅵ 特 別 利 益 ６８ ０６ ５０ ０５ ７２ ０３. . .

Ⅶ 特 別 損 失 ７９６ ６９ １，４４０ １３４ １，５５１ ６８※４ . . .

税引前中間(当期)純損失 １，５８３ △１３７ １，７７６ △１６５ ２，７３５ △１１９. . .

法人税､住民税及び事業税 ５０ ０５ ４８ ０５ １００ ０４. . .

中間 (当期) 純 損 失 １，６３３ △１４２ １，８２５ △１６９ ２，８３５ △１２３. . .

前 期 繰 越 損 失 ５７５ ３，４１０ ５７５

中間(当期)未処理損失 ２，２０８ ５，２３５ ３，４１０
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（３）中間キャッシュ･フロ－計算書
(単位百万円):

期 別 当中間会計期間 前会計年度の要約
キャッシュ･フロ－計算書

自 平成 年 月 １ 日 自 平成 年 月 １ 日13 3 12 3
科 目 至 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日13 8 31 13 2 28

金 額 金 額
Ⅰ．営業活動によるキャッシュフロ－
税引前中間(当期)純損失 △ １，７７６ △ ２，７３５
減価償却費 ２２９ ５７７
貸倒引当金の増加額 ８８ ５１８
賞与引当金の増加額 ５２ －
退職給付債務引当金の増加額 ３６７ －
役員退職慰労引当金の減少額 － △ ６６
賃貸借契約解約損 ４８ ７４
固定資産売却益 △ ４ －
固定資産売却損 ２４２ ５３
固定資産除却損 １７３ ２７１
土地評価損 － ７８
会員権評価損 ２２７ －
事業保険解約損 － １０３
関係会社株式評価損 ３ １１１
関係会社出資金評価損 － １４９
受取利息及び配当金 △ １２ △ ３７
支払利息 １１０ ２２３
売上債権の減少額 ８６ ２２７
棚卸資産の減少額 ５８３ ７１０
仕入債務の減少額 △ １，４５６ △ １，８２５
未払消費税等の増減額 ７９ △ ７７
未収消費税等の増減額 ４ △ ４
その他 １９４ △ １１１
小計 △ ７５６ △ １，７５５
法人税等の支払額 △ １００ △ １０８
営業活動によるキャッシュフロ－ △ ８５６ △ １，８６３

Ⅱ．投資活動によるキャッシュフロ－
定期預金の預入による支出 △ ２００ △ ６９１
定期預金の支払による収入 １４ ２，０９９
有形固定資産の取得による支出 △ １３３ △ ２９５
有形固定資産の売却による収入 １５０ １０
関係会社株式の取得による支出 △ ３ △ ６
関係会社株式の売却による収入 － ９１０
貸付による支出 △ １７ △ ４
貸付金の回収による収入 ７２ ２７８
保証金敷金の差入による支出 △ ８ △ １８６
保証金敷金の返還による収入 ７３２ ２，０１３
事業保険解約による収入 ２２ ３７３
その他の資産の取得による支出 △ ３ △ ２５
その他の資産の売却による収入 ５ １３
預り保証金の返還による支出 △ ５６ △ ６０
利息及び配当金の受取額 １４ ３６
投資活動によるキャッシュフロ－ ５８９ ４，４６６

Ⅲ．財務活動によるキャッシュフロ－
短期借入金による収入 － １，０００
短期借入金の返済による支出 △ ６４２ △ ２，４７９
自己株式の取得売却による収支 ０ ０
利息の支払額 △ ９７ △ ２３０
財務活動によるキャッシュフロ－ △ ７４０ △ １，７０９

現金及び同等物の増減額 △ １，００８ ８９３
現金及び同等物の期首残高 ４，２１８ ３，３２５
現金及び同等物の中間期末(期末)残高 ３，２０９ ４，２１８
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中間財務諸表作成の基本となる事項

期 別 前中間会計期間 当中間会計期間 前 事 業 年 度
自 平成 年 月 １日 自 平成 年 月 １日 自 平成 年 月 １日12 3 13 3 12 3
至 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日項 目 12 8 31 13 8 31 13 2 28

１．正規の決算において採 ( )減価償却費は､当中間会計 ( ) ( )1 1 1
用している会計処理の原 期間末現在の固定資産に係
則及び手続との相違点 る年間減価償却費見積額を

期間により按分計上する方
法によっております。

( )役員退職慰労引当金繰入額 ( ) ( )2 2 2
は支給内規に基づく年間繰
入見込額を期間により按分
計上する方法によっており
ましたが、支給内規の運用
を停止する取締役会決議に
基づき当中間会計期間から
引当計上を停止するととも
に、役員退職慰労引当金残
高１６百万円を戻入れ、当
期の退任取締役の受取辞退
による戻入れ４９百万円と
合わせて６６百万円を特別
利益に計上しております。
支給内規の運用停止に伴い
、前中間会計期間と同一の
基準によった場合に比べ販
売費及び一般管理費が３百
万円減少し経常損失が同額
減少、税引前中間純損失が
２０百万円減少しておりま
す。

( )法人税、住民税及び事業税 ( ) ( )3 3 3
については、当中間会計期
間を１事業年度とみなして
計算された税額を計上する
方法によっております。

２．資産の評価基準及び評 ( )たな卸資産 ( )たな卸資産 ( )たな卸資産1 1 1
商 品 同 左 同 左価方法
個別法による原価法によ
っております。
貯 蔵 品
最終仕入原価法による原
価法によっております。

( )有価証券 ( )有価証券 ( )有価証券2 2 2
取引所の相場のある有価証 子会社株式及び関連会社株式 取引所の相場のある有価証
券 移動平均法による原価法 券
移動平均法による低価法 によっております。 移動平均法による低価法
(洗替え方式)によってお その他の有価証券 (洗替え方式)によってお
ります。 時価のあるもの ります。

中間決算日の市場価格等 取引所の相場のない有価証
に基づく時価法(評価差 券
額は全部資本直入法によ 移動平均法による原価法
り処理し、売却原価は移 によっております。
動平均法により算定)
時価のないもの
移動平均法による原価法
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期 別 前中間会計期間 当中間会計期間 前 事 業 年 度
自 平成 年 月 １日 自 平成 年 月 １日 自 平成 年 月 １日12 3 13 3 12 3
至 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日項 目 12 8 31 13 8 31 13 2 28

３．固定資産の減価償却の ( )有形固定資産 ( )有形固定資産 ( )有形固定資産1 1 1
方法 法人税法に規定する方法と 定率法を採用しております 法人税法に規定する方法と。

同一の基準による定率法に 同一の基準による定率法に
よっております。 よっております。

( )無形固定資産 ( )無形固定資産 ( )無形固定資産2 2 2
定額法を採用しております 法人税法に規定する減価償。
なお、自社利用のソフトウ 却の方法と同一の基準を採
ェアについては社内におけ 用し、定額法によっており
る利用可能期間(５年)に基 ます。
づく定額法を採用しており なお、自社利用のソフトウ
ます。 ェアについては社内におけ

る利用可能期間(５年)に基
づく定額法を採用しており
ます。

( )賃貸不動産 ( )長期前払費用の償却の方法3 3
定率法を採用しております 法人税法に規定する期間に。

応じて均等償却をしており
ます。

４．引当金の計上基準 ( ) ( )貸倒引当金 ( )貸倒引当金1 1 1
債権の貸倒れによる損失に一般債権については貸倒実
備えるため、平成 年度税績率により、貸倒懸念債権 10
制改正後の経過措置による等特定の債権については個
法定繰入率に基づく繰入限別に回収可能性を勘案し回
度額を計上しているほか、収不能見積額を計上してお
個別の債権の回収可能性をります。
評価して回収不能見積額を
計上しております。( )賞与引当金2

従業員に対する賞与の支給
に備えるため、支給見込額

( )役員退職慰労引当金に基づき計上しております。 2
役員の退職による退職慰労
金支給に備えるため、支給( )退職給付引当金3

従業員の退職給付に備える 内規に基づく期末要支給額
ため、当事業年度における を引当計上しておりました
退職給付債務及び年金資産 が、支給内規の運用を停止
の見込額に基づき、当中間 する取締役会決議に基づき
期会計期間末において発生 当期から引当計上を停止す
していると認められる額を るとともに、役員退職慰労
計上しております。 引当金残高１６百万円を戻
なお、会計基準変更時差異 入れ､当期の退任取締役の受
(６４０百万円)については 取辞退による戻入れ４９百
当会計年度で一括費用処理 万円と合わせて６６百万円
しております。 を特別利益に計上しており

ます。
支給内規の運用停止にとも
ない、前期と同一の基準に
よった場合に比べ販売費及
び一般管理費が７百万円

、減少し経常損失が同額減少
税引前当期純損失が２４百
万円減少しております。
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期 別 前中間会計期間 当中間会計期間 前 事 業 年 度
自 平成 年 月 １日 自 平成 年 月 １日 自 平成 年 月 １日12 3 13 3 12 3
至 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日項 目 12 8 31 13 8 31 13 2 28

同 左 同 左５．リ－ス取引の処理方法 リ－ス物件の所有権が借主
に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リ－ス
取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。

中間キャッシュ・フロ－計 キャッシュ・フロ－計算書６．中間キャッシュ･フロ
－計算書(ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛ 計算 算書における資金（現金及び における資金（現金及び現金-
書)における資金の範囲 現金同等物）は、手許現金、 同等物）は、手許現金、随時

随時引き出し可能な預金及び 引き出し可能な預金及び容易
容易に換金可能であり かつ に換金可能であり、かつ、価、 、
価値の変動について僅少なリ 値の変動について僅少なリス
スクしか負わない取得日から クしか負わない取得日から３
３ヶ月以内に償還期限の到来 ヶ月以内に償還期限の到来す
する短期投資からなっており る短期投資からなっておりま
ます。 す。

７．その他中間財務諸表 ( )消費税等の会計処理 ( )消費税等の会計処理 ( )消費税等の会計処理1 1 1
(財務諸表)作成のための 消費税等の会計処理は税抜 同 左 同 左
基本となる重要な事項 方式によっております。

会計方針の変更
(賃貸不動産) 従来、賃貸中の店舗及び寮・社宅に係わる賃貸不動産収入は販売費及び一般管理費の控除

項目とし、関連費用は販売費及び一般管理費にそれぞれ計上しておりましたが、当期におい
て賃貸不動産収入を営業外収益に、関連費用を営業外費用に計上することとし、賃貸不動産
に係わる有形固定資産は「投資その他の資産」の「賃貸不動産」として表示することと致し
ました。この変更は店舗においては中長期の店舗別運営計画を明確にしたこと､寮･社宅にお
いては使用方針を明確にしたこと、及びその金額的重要性が増したことにより、適正に収益
と費用を対応表示するために実施したものです。
この結果、前中間会計期間と同一の方法によった場合に比較して営業損失は５７百万円減
少していますが、経常損失及び税引前中間純損失への影響はありません。なお、前中間期末
の｢有形固定資産｣含まれる賃貸不動産に係わる有形固定資産は１３９７百万円であります。,
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追加情報

前中間会計期間 当中間会計期間 前 事 業 年 度
自 平成 年 月 １日 自 平成 年 月 １日 自 平成 年 月 １日12 3 13 3 12 3
至 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日12 8 31 13 8 31 13 2 28

（退職給付会計） （税効果会計）
当中間会計期間から退職給付に係わ 財務諸表等規則の改正により、当期
る会計基準(「退職給付に係わる会計 から税効果会計を適用しておりますが
基準の設定に関する意見書」(企業会 、これによる影響額はありません。
計審議会平成 年 月 日)を適用10 6 16

（ソフトウェア） しております。この結果、従来の方法 （ソフトウェア）
前中間会計期間まで投資その他の資 によった場合と比較して退職給付費用 前期まで、投資その他の資産の「長
産の「その他」に計上していた自社 が３１２百万円増加し、営業損失が 期前払費用」に計上しておりました自
利用ソフトウェアについては 「研究 １百万円、経常損失が７百万円減少、 社利用のソフトウェアについては ｢研、 、
開発費及びソフトウェアの会計処理 税引前中間純損失は３１２百万円増加 究開発費及びソフトウェアの会計処理
に関する実務指針 （日本公認会計士 しております。 に関する実務指針｣（日本公認会計士」
協会会計制度委員会報告第 号 平 協会会計制度委員会報告第 号 平成12 12
成 年 月 日）における経過措 年 月 日）の経過措置の適用に11 3 31 11 3 31
置の適用により、従来の会計処理方 （金融商品会計） より、従来の会計処理方法を継続して
法を継続して採用しております。た 当中間会計期間から金融商品に係わ おります。ただし、同報告により上記
だし、同報告により上記に係るソフ る会計基準(「金融商品に係わる会計 に係るソフトウェアの表示について
トウェアの表示については、投資そ 基準の設定に関する意見書」(企業会 は、当期より投資その他の資産の「長
の他の資産の「その他」(当中間期末 計審議会平成 年 月 日)を適用 期前払費用」から無形固定資産の「そ11 1 22
残高１５百万円)から無形固定資産に し、会員権の評価の方法について変更 の他」に変更しております。なお、減
変更し 減価償却の方法については しております。この結果、従来の方法 価償却方法は、社内における利用可能、 、
社内における利用可能期間（５年） によった場合と比較して税引前中間純 期間(５年)に基づく定額法によってお
に基づく定額法によっております。 損失が２２７百万円増加しておりま ります。

す。 前期末の「長期前払費用」に含まれ
るソフトウェアは１７百万円であり、
当期末の無形固定資産の「その他」に
含まれるソフトウェアは１百万円で
あります。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前 事 業 年 度 末
(平成 年 月 日現在) (平成 年 月 日現在) 平成 年 月 日現在)項 目 (12 8 31 13 8 31 13 2 28

※１有形固定資産及び 有形固定資産 ６ ２８５百万円 有形固定資産 ３ ５８０百万円 有形固定資産 ６ ０７３百万円. , , ,
賃貸不動産の減価 賃貸不動産 １８９３百万円,
償却累計額

※２担保に供している ２７５４百万円 ２０８３百万円 ２３８５百万円. , , ,
資産 （建 物 ７４３） （建 物 ５２４） （建 物 ７４２）

（その他(土地) ８４１） （その他(土地) ４９３） （その他(土地) ７６３）
（差入保証金 ８８９） （差入保証金 ７５４） （差入保証金 ７５６）
（敷 金 ２８０） （敷 金 １２１） （敷 金 １２３）

（賃貸不動産 １８８）
対応債務 対応債務 対応債務
短期借入金 ９３０百万円 短期借入金 ５５０百万円 短期借入金 ６３９百万円

担保予約に供してい ８５２８百万円 ７４４０百万円 ７９７５百万円, , ,
る資産 （差入保証金 ３７０） （差入保証金 ３ ６１９） （差入保証金 ３ ９３２）4, , ,

（敷 金 １５７） （敷 金 ３８２１） （敷 金 ４０４３）4, , ,
対応債務 対応債務 対応債務
短期借入金 １３２１５百万円 短期借入金 １２１１７百万円 短期借入金 １２６７０百万円, , ,

※３主な外貨建資産.
中間貸借対照表 中間貸借対照表 貸 借 対 照 表

投資有価証券 外 貨 建 計 上 額 外 貨 建 計 上 額 外 貨 建 計 上 額
５百万香港ドル ８４百万円 ３百万香港ドル ４５百万円 ３百万香港ドル ４５百万円

※４消費税等 仮払消費税等と仮受消費税.
等は相殺して 流動負債の そ 同 左 同 左、 「
の他」に含めて表示しており
ます。
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間 当中間会計期間 前 事 業 年 度
自 平成 年 月 １日 自 平成 年 月 １日 自 平成 年 月 １日項 目 12 3 13 3 12 3
至 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日12 8 31 13 8 31 13 2 28

※１ 前年下半期 １４５７３百万円 前年下半期 １１４４２百万円. , ,過去１年間の売上高
事業の性質上、春夏 当上半期 １１５４０百万円 当上半期 １０７７７百万円, ,
にあたる上半期につ 計 ２６１１４百万円 計 ２２２１９百万円, ,
いては、単価も売上
高も低く、売上高の
比重は下半期に高く
なります。

※２営業外収益のうち.
重要なもの
受取利息 １２百万円 １０百万円 ３５百万円
賃貸不動産収入 －百万円 ２８６百万円 －百万円

※３営業外費用のうち.
重要なもの
支払利息 １０６百万円 １１０百万円 ２２３百万円
賃貸不動産費用 －百万円 ３４４百万円 －百万円

※４特別損失のうち重.
要なもの
固定資産売却損 ０百万円 ２４２百万円 ５３百万円
固定資産除却損 －百万円 １７３百万円 ２５９百万円

(建 物 ８３百万円) (建 物 １２３百万円) (建 物 １７９百万円)
(器具備品 ６１百万円) (器具備品 ５０百万円) (器具備品 ７９百万円)

－百万円 ２２７百万円 －百万円会員権評価損
退職給付会計基準

－百万円 ３２０百万円 －百万円変更時差異償却額
４６０百万円 １０２百万円 ５２０百万円貸倒引当金繰入額

賃貸借契約解約に
６６百万円 ７７百万円 １３３百万円伴う損失金

特別退職金 １１３百万円 １８１百万円 １１５百万円

減価償却実施額
(１)有形固定資産 ２４１百万円 １５１百万円 ４９２百万円
(２)無形固定資産 ０百万円 ０百万円 １５百万円
(３)賃貸不動産 －百万円 ４６百万円 －百万円

(中間キャッシュ・フロ－計算書関係)
当 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度
自 平成 年 月 １日 自 平成 年 月 １日13 3 12 3
至 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日13 8 31 13 2 28

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されてい
記されている科目の金額との関係 る科目の金額との関係
現金及び預金勘定 ４３３６百万円 現現金及び預金勘定 ５１５９百万円, ,
預入期間が３ヶ月を越える定期預金 △１１２７百万円 預預入期間が３ヶ月を越える定期預金 △ ９４１百万円,
現金及び預金同等物 ３２０９百万円 現現金及び預金同等物 ４２１８百万円, ,
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(リ－ス取引関係)

１．リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められもの以外のファイナンス・リ－ス取引

前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度
自 平成 年 月 １日 自 平成 年 月 １日 自 平成 年 月 １日12 3 13 3 12 3
至 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日12 8 31 13 8 31 13 2 28

①リ－ス物件の取得価額相当額､減価 ①リ－ス物件の取得価額相当額､減価 ①リ－ス物件の取得価額相当額､減価
償却累計額相当額及び中間期末残高 償却累計額相当額及び中間期末残高 償却累計額相当額及び期末残高相当

（単位:百万円） （単位:百万円） （単位:百万円）相当額 相当額 額
取 得 減価償却 中間期末 取 得 減価償却中間期末 取 得 減価償却 期 末

価 額 累 計 額 残 高 価 額 累 計 額 残 高 価 額 累 計 額 残 高

相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相当額

有形固定資産 １０ ２ ８ 有形固定資産 ２ １ １ 有形固定資産 ３ １ ２

(機械装置) (機械装置) (機械装置)

有形固定資産 ３３４ １１９ ２１４ 有形固定資産 ３３２ ２０１ １３１ 有形固定資産 ３３４ １６１ １７３

(器具備品) (器具備品) (器具備品)

無形固定資産 ９０６ ２６２ ６４３ 無形固定資産 ９０６ ４５１ ４５５ 無形固定資産 ９０６ ３５７ ５４９

(ｿﾌﾄｳｪｱ) (ｿﾌﾄｳｪｱ) (ｿﾌﾄｳｪｱ)

合 計 １２５１ ３８４ ８６６ 合 計 １２４２ ６５３ ５８８ 合 計 １２４４ ５１９ ７２５, , ,

②未経過リ－ス料中間期末残高相当額 ②未経過リ－ス料中間期末残高相当額 ②未経過リ－ス料期末残高相当額
１年 内 ２６９百万円 １年 内 ２７６百万円 １年 内 ２７２百万円
１年 超 ６１４百万円 １年 超 ３３２百万円 １年 超 ４７２百万円
合 計 ８８４百万円 合 計 ６０９百万円 合 計 ７４５百万円

③支払リ－ス料、減価償却費相当額 ③支払リ－ス料、減価償却費相当額 ③支払リ－ス料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額 及び支払利息相当額 及び支払利息相当額
支 払 リ － ス料 １４６百万円 支 払 リ － ス料 １４５百万円 支 払 リ － ス料 ２９２百万円
減価償却費相当額 １３６百万円 減価償却費相当額 １３６百万円 減価償却費相当額 ２７２百万円
支払利息相当額 １４百万円 支払利息相当額 １０百万円 支払利息相当額 ２７百万円

④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法
リ－ス期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法によってお 同 左 同 左
ります。

⑤利息相当額の算定方法 ⑤利息相当額の算定方法 ⑤利息相当額の算定方法
リ－ス料総額とリ－ス物件の取得価
額相当額の差額を利息相当額とし、 同 左 同 左
各期への配分方法については、利息
法によっております。

２．オペレ－ティング・リ－ス取引
未 経 過 リ － ス 料 未 経 過 リ － ス 料 未 経 過 リ － ス 料
１年 内 １１８百万円 １年 内 ９２百万円 １年 内 １１３百万円
１年 超 ４７３百万円 １年 超 ３７１百万円 １年 超 ４１８百万円
合 計 ５９１百万円 合 計 ４６４百万円 合 計 ５３２百万円
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４．有 価 証 券 の 時 価 等

(当中間会計期間末) (平成 年 月 日現在)13 8 31
(１)その他有価証券で時価のあるもの (単位百万円):

取 得 原 価 中間貸借対照表計上額 差 額

株 式 １０８ １８８ ７９

(前中間会計期間末及び前事業年度末) (単位百万円):

前中間会計期間末 前 事 業 年 度 末期 別
(平成 年 月 日) (平成 年 月 日)12 8 31 13 2 28

時 価 評価損益 時 価 評価損益種 類 中間貸借対 貸借対照表

照表計上額 計上額

(１)流動資産に属するもの
株 式 ０ ０ △ ０ ０ ０ △ ０

[△ ０] [△ ０]

債 権 － － － － － －

そ の 他 － － － － － －

小 計 ０ ０ △ ０ ０ ０ △ ０

[△ ０] [△ ０]

(２)固定資産に属するもの
株 式 １０２ １５５ ５３ １０５ ２１７ １１２

債 権 － － － － － －

そ の 他 － － － － － －

小 計 １０２ １５５ ５３ １０５ ２１７ １１２

合 計 １０２ １５５ ５３ １０５ ２１７ １１２

[△ ０] [△ ０]

（注）１．時価の算定方法
上 場 有 価 証 券 東京証券取引所の最終価格によっております。

２．流動資産の株式には自己株式を含んで表示しております。なお、[ ]内は自己株式に係る
評価損益であります。
３．開示の対象から除いた有価証券の中間貸借対照表計上額

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

固定資産 非上場株式 １６０百万円 ４５百万円 ４９百万円
(店頭売買有価証券を除く)

５．デリバティブ取引関係

該当事項はありません。
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６．商 品 別 売 上 高 明 細 書
(単位百万円):

期 別 前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度
自 平成 年 月１ 日 自 平成 年 月１ 日 自 平成 年 月１ 日12 3 13 3 12 3
至 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日 前年中間期 至 平成 年 月 日12 8 31 13 8 31 13 2 28

対 比
部 門 別 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比

重 衣 料 ３，９８６ ３４５ ３，５２３ ３２７ ８８４ ７，７７２ ３３８. . . .

中 衣 料 １，２２０ １０６ １，２３０ １１４ １００８ ３，６１６ １５７. . . .

軽 衣 料 ６，１３９ ５３２ ５，７９３ ５３８ ９４４ １１，０９５ ４８３. . . .

その他衣料 １９４ １７ ２２９ ２１ １１８３ ４９８ ２２. . . .

１１，５４０ １０００ １０，７７７ １０００ ９３４ ２２，９８２ １０００合 計 . . . .


